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第１章 総則

（目的）

第１条 この要綱は、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号。以下「法」

という。）、大気汚染防止法施行令（昭和43年政令第329号。以下「政

令」という。）および大気汚染防止法施行規則（昭和46年厚生省・通商

産業省令第１号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、建築物

等の解体等工事に伴う石綿の飛散防止に関し必要な事項を定めることに

より、石綿による周辺環境への悪影響を未然に防ぎ、もって市民の健康

の保護および生活環境の保全に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱における用語の意義は、法、政令および省令（以下「法

令」という。）の例による。

２ この要綱において「隣接関係住民」とは、特定工事を行う建築物等の

敷地境界線からおおむね20メートルの水平距離の範囲内にある建築物等

に居住する者その他特定工事に係る周知の対象とする必要があると市長

が認める者をいう。

第２章 立入検査および指導

（立入検査）

第３条 市長は、法第26条第１項の規定により、解体等工事に係る建築物

等、解体等工事の現場又は解体等工事の元請業者、自主施工者若しくは



下請負人の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、次に掲げる事項

について検査するものとする。

(1) 法第18条の15の規定による解体等工事が特定工事に該当するか否か

についての調査（以下「事前調査」という。）の実施、発注者への事

前調査結果の説明、石綿事前調査結果報告システム等による事前調査

結果の報告、事前調査に関する記録の作成および保存ならびに事前調

査結果等の掲示状況

(2) 法第18条の14の規定による作業基準の遵守状況

(3) 法第18条の23の規定による特定粉じん排出等作業の発注者への結果

の報告および作業記録の保存状況

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（特定工事を施工する者に対する指導）

第４条 市長は、前条の規定による立入検査の結果、法令に規定する基準

等に適合しないとき、又は基準等に適合しないおそれがあると認めると

きは、特定工事を施工する者に対し、法令に定めるところに従い、必要

な指導を行い、又は法第26条第１項の規定により必要な事項の報告を求

めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか、市長は、届出対象特定工事を施工する者

（以下「届出対象特定工事施工者」という。）に対し、次に掲げる事項

について指導するものとする。

(1) 隣接関係住民への周知

(2) 特定粉じんの濃度の測定

（隣接関係住民への周知）

第５条 前条第２項第１号に掲げる隣接関係住民への周知（以下この条に

おいて「周知」という。）を行う事項は、次のとおりとする。

(1) 法第18条の17第１項の規定による届出（以下「特定粉じん排出等作

業の実施の届出」という。）に係る届出年月日、届出先ならびに届出

者の氏名および住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名およ

び主たる事務所の所在地）

(2) 届出対象特定工事施工者の氏名および住所（法人にあっては、その



名称、代表者の氏名および主たる事務所の所在地）

(3) 特定粉じん排出等作業の実施期間

(4) 特定粉じん排出等作業の方法

(5) 届出対象特定工事施工者の現場責任者の氏名および連絡先

(6) 前各号に掲げるもののほか、特定粉じん排出等作業に係る公害防止

対策に関すること

２ 周知の方法は、資料の戸別配布、戸別訪問、説明会の開催その他隣接

関係住民に対し確実に周知できる方法によるものとする。

３ 周知の時期は、特定粉じん排出等作業を開始しようとする日の前日ま

でとする。

（特定粉じんの濃度の測定）

第６条 第４条第２項第２号に掲げる特定粉じんの濃度の測定（以下「濃

度測定」という。）は、石綿に係る特定粉じんの濃度の測定法（平成元

年環境庁告示第93号）およびアスベストモニタリングマニュアル（第４.２

版）（令和４年３月環境省水・大気環境局大気環境課）第３部（解体現

場等におけるアスベストの測定方法）に定める方法又はこれと同等の結

果が得られると市長が認める方法により行うものとする。

２ 市長は、届出対象特定工事の発注者に対し、届出対象特定工事施工者

が行う濃度測定に協力するよう指導するものとする。

（特定粉じん排出等作業の完了に係る発注者への説明）

第７条 市長は、届出対象特定工事施工者（自主施工者であるものを除く。）

に対し、特定粉じん排出等作業の完了後に濃度測定の結果を当該特定工

事の発注者に説明するよう指導するものとする。

（特定粉じん排出等作業完了報告）

第８条 市長は、特定粉じん排出等作業の実施の届出をした発注者等に対

し、法第26条第１項の規定により、特定粉じん排出等作業の完了後にそ

の完了の報告を求めるものとする。

２ 前項の規定による報告は、次に掲げる書類および図面を添付した特定

粉じん排出等作業完了報告書（様式第１号）を提出して行うものとする。

(1) 濃度測定の結果および実施箇所を示した図面



(2) 作業記録

(3) 特定粉じん排出等作業に係る工程表

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類および図面

第３章 不利益処分に係る書面の様式

（計画変更命令）

第９条 法第18条の18の規定による特定粉じん排出等作業の方法に係る計

画変更命令は、計画変更命令書（様式第２号）によるものとする。

（作業基準適合命令等）

第10条 法第18条の21の規定による特定粉じん排出等作業に係る作業基準

の適合命令は、作業基準適合命令書（様式第３号）によるものとする。

２ 法第18条の21の規定による特定粉じん排出等作業の一時停止命令は、

作業一時停止命令書（様式第４号）によるものとする。

第４章 雑則

（委任）

第11条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成29年１月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和３年１月７日から施行する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



様式第１号（第８条関係）

特定粉じん排出等作業完了報告書

年 月 日

（宛先）秋田市長

所 在 地

名 称
報告者

代表者名

（個人の場合は、住所および氏名）

電話番号

特定粉じん排出等作業を完了したので、次のとおり報告します。

特定工事の名称

特定工事の場所

特定粉じん排出等 年 月 日から

作業の実施の期間 年 月 日まで

特 定 建 築 １ 吹付け石綿 ２ 石綿を含有する断熱材

材 料 の 種 類 ３ 石綿を含有する保温材 ４ 石綿を含有する耐火被覆材

測 定 日 年 月 日特定工事に係る

特 定 粉 じ ん の
濃 度 本／Ｌ濃 度 測 定 結 果

除去面積 除去量 廃石綿等の処分先
特定建築材料の

除 去 状 況 ㎡ ｍ3

作業計画と実際の

作 業 の 相 違 点

注 秋田市建築物等の解体等工事に伴う石綿の飛散防止に関する指導要綱第８条

第２項各号に掲げる書類および図面を添付すること。



様式第２号（第９条関係）

秋田市達第 号

所 在 地

名 称

代表者名

（個人の場合は、住所および氏名）

計画変更命令書

大気汚染防止法第18条の18の規定により、次のとおり特定粉じん排出等作業の方

法に関する計画の変更を命ずる。

年 月 日

秋田市長

１ 特定工事の場所および名称

２ 特定粉じん排出等作業の種類

３ 命令の理由

４ 命令事項

５ 命令の履行期限

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、秋田市長に対して審査請求をすることができます。

この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、秋田市を被告として、（訴訟において秋田市を代表する者は、秋田

市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、こ

の処分について審査請求をした場合には、これに対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に当該訴えを提起することができます。



様式第３号（第10条関係）

秋田市達第 号

所 在 地

名 称

代表者名

（個人の場合は、住所および氏名）

作業基準適合命令書

大気汚染防止法第18条の21の規定により、次のとおり特定粉じん排出等作業に係

る作業基準の遵守を命ずる。

年 月 日

秋田市長

１ 特定工事の場所および名称

２ 特定粉じん排出等作業の種類

３ 命令の理由

４ 命令事項

５ 命令の履行期限

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、秋田市長に対して審査請求をすることができます。

この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、秋田市を被告として、（訴訟において秋田市を代表する者は、秋田

市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、こ

の処分について審査請求をした場合には、これに対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に当該訴えを提起することができます。



様式第４号（第10条関係）

秋田市達第 号

所 在 地

名 称

代表者名

（個人の場合は、住所および氏名）

作業一時停止命令書

大気汚染防止法第18条の21の規定により、次のとおり特定粉じん排出等作業の一

時停止を命ずる。

年 月 日

秋田市長

１ 特定工事の場所および名称

２ 特定粉じん排出等作業の種類

３ 命令の理由

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、秋田市長に対して審査請求をすることができます。

この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、秋田市を被告として、（訴訟において秋田市を代表する者は、秋田

市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、こ

の処分について審査請求をした場合には、これに対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に当該訴えを提起することができます。


